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パネルディスカッションの概要
『ファミリー企業における事業承継（その一）』
—親族内承継—
座長・小　杉　伸　次
　個別報告に加え、ここ数年恒例となっているパネル・ディスカッションは、本年・標題のごとき
統一テーマの下、基調講演および５つの報告の後、ディスカッションが行なわれた。以下ではその
概要について、ごく簡単に振り返ってみたい（詳細については当日配布の各報告者レジュメ等を参
照いただきたい。紙幅の制約上）。
　５名の立論者からの報告に先立ち、中小企業庁事業環境部財務課・人材企画官、佐藤二三男氏か
ら「事業承継の現状と今後の政策展開について」と題する基調講演が行なわれた。
　同講演では、国内企業数減、倒産、休廃業件数の推移、目前に迫る大承継時代にあって現状を放
置すると雇用およびＧＤＰが失われる可能性が高い旨が指摘された。各種統計等を駆使して詳細な
報告がなされた後、中小企業庁の目指すべき姿として「地域の事業を次世代にしっかりと引き継ぐ
とともに、事業承継を契機に後継者がベンチャー型事業承継などの経営革新等に積極的にチャレン
ジしやすい環境を整備」するための各種具体的取り組みが紹介された。
　〔報告Ⅰ〕では公認会計士・楠政巳氏より「事業承継を円滑に進めるための課題と対策」につい
ての報告がなされた。即ち、すべてのロードマップ（計画）策定の前提は、経営者が自らの会社の
全体像の実態把握から始まる。経営者の認識、客観的自覚が大切であるとの立場から、１）支配権
は確保されているのか否かの確認、２）意志決定過程、後継者候補、近親者か否か等経営組織全体
についてレビューすること、３）収益の源泉および財務状況の把握が大切である旨の検討がなされ
た。
　〔報告Ⅱ〕では北九州市立大学法学部教授・小野憲昭氏から「法務面からのアプローチ（相続法
上の諸問題）」が報告された。
　相続人が事業の後継者一人であれば、複雑な問題は余り生じないが、相続人が後継者以外にも複
数存在し、しかも営業用財産の散逸を防止するためにはどうしたらよいのか。死亡した事業経営者
が遺言書を作成していなかった場合（法定相続の場合）と、有効な遺言を作成していた場合（遺言
相続の場合）とに分けて、主要な相続法上の問題点について詳論された。最新の判例・学説も踏ま
え明解に理論を展開、経営承継円滑化法による特別措置にも言及した発表で、事業承継の根幹をな
す分野でもある。
　〔報告Ⅲ〕は札幌学院大学名誉教授・小杉伸次氏の「法務面からのアプローチ（会社法上の諸問
題）」についてである。わが国株式会社約340万9,000社の99.8％（平成28年10月末）は非大会社で
あり、個人事業を含め大廃業時代を迎えようとしているが、実質的経営者が発行済株式総数の大部
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を有し、これを後継者のうちの１人に集中して承継させようとする場合、会社法等はいかなる方策
を用意しているかという点についての検討、報告がなされた。パターンⅠ〔理想型〕、パターンⅡ
〔１名の後継者＋安定株主型〕、パターンⅢ〔１名の後継者以外に経営権が分散する虞を回避、回復
するための方策〕を提示してテクニカルな部分の説明がなされた。
　〔報告Ⅳ〕では島根大学法文学部准教授・谷口智紀氏より「税務面からのアプローチ①」につい
て報告がなされた。立論者は「わが国の中小企業の円滑な事業承継のためには事業承継税制は必要
であるとの立場に立ったうえで、現行の事業承継税制の抱える問題を解消して、利用促進を図る」
べきであるとする。そのうえで、現行の事業承継税制の問題点を指摘するが、詳細については別項
に譲る。最新の傾向をも盛り込んだ緻密な報告がなされた。
　〔報告Ⅴ〕は公認会計士、税理士、鯨岡健太郎氏より「税務面からのアプローチ②」について報
告された。事業承継対策で考慮すべきポイント、財産承継において考慮すべき税務上の論点、贈与
税の課税関係（暦年課税と相続時精算課税）が指摘・説明された後、事業承継税制の適用を受ける
ことができれば、生前贈与及び相続による株式の承継に伴う税負担を大幅に軽減することができる
ため、円滑な事業承継に資するとする。その他、安定株主工作として活用されることのある一般社
団法人や財団法人に対してなされた財産の贈与又は遺贈が「不当減少と認められないための要件」、
従業員持株会についても言及された。
　以上の基調講演および報告後、活発なる討論がなされた。
　なお、平成30年度大会では『ファミリー企業における事業承継（その二）』—第三者承継—を予
定している。
